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資料３－１



1　施策の展開

施策１

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 「夢の教室」開催事業

「夢先生」となったスポーツ選
手などが学校の教壇に立ち、
夢や目標を持つことの素晴ら
しさ、夢や目標に向かって努
力することの大切さ、フェアプ
レーや助け合いの精神を育み
ます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
の観点から、「夢の教室」は実施せず。 1 未実施のため

新型コロナウイルス感染症の収
束の見込みが立たないため、手
法を変えて「夢の教室」が開催で
きないか検討する。

オンラインによる開催が可能であ
ることから、新型コロナウイルス
感染症の状況により、オンライン
による開催とする。

学校教育課

2
市内産業見学会
開催事業

子どもたちに市内の特色ある
企業や産業を知ってもらうこと
で、小牧市の特色を知り、地
元への愛着を形成するととも
に、将来の夢を育むきっかけ
づくりを行います。

市民病院、消防署での職業体験会を予定し
ていたが、新型コロナウイルス感染症の影
響により中止した。

1
新型コロナウイルス感染症
の影響により、事業の募集を
中止したため。

新型コロナウイルス感染症のた
め、例年と実施方法を変えて取
り組む必要がある。また、新規受
け入れ可能企業が少なく、今後
の見学について検討が必要。

市内産業見学会及び職業体験会
を募集人数を縮小して実施する
予定としている。

こども政策課

3
夢にチャレンジ
助成金支給事業

子どもが自分の夢をカタチに
する仕組みをつくり、子どもの
夢の実現を応援するため、高
校生・大学生向けの助成金を
支給します。

助成金の支給実績は無かったが、本助成金
の活用をしやすくするため対象者拡大等の
制度改正を行った。

1

新型コロナウイルス感染症
の影響により、4月の募集を
中止した。8月に募集を行っ
たが、応募者がなかったため
助成金を支給しなかった。

新型コロナウイルス感染症の影
響による募集の中止もあった
が、この制度を活用できる対象
者を拡大することを審査委員会
で検討した。

対象者を市内在住の25歳以下の
社会人、市内高校等の在学の
方、また活動期間を拡大し募集し
ていく。

こども政策課

4 児童館の英語事業

児童館で子どもたちが英語に
親しむプログラムに参加する
ことにより、創造性、豊かな
心、意思決定力など将来の可
能性を広げる力を自然に身に
つけられるきっかけづくりを行
います。

児童館で子どもたちが英語に親しむプログ
ラムに参加することにより、創造性、豊かな
心、意思決定力など将来の可能性を広げる
力を自然に身につけられるきっかけづくりを
行った。

3

緊急事態宣言解除後は、未
就学児・幼児・小学生親子を
対象に児童センター及び全
児童館（計8館）で開催した。
通常の半数の人数に制限す
るなど、万全にコロナ対策を
行った。土日に開催日を設定
するなど、利用者のニーズに
沿った運営を行い、利用者に
も好評を得た。

特になし
例年通り進めていく。
利用者からの新たな要望があれ
ば対応していく。

多世代交流プラザ

5 学習支援事業 駒来塾

経済的理由により学習塾に通
えない、家庭環境により家で
学習する機会がないなど、学
習意欲があっても学力の定着
が進んでいない中学生を対象
に教員ＯＢや教員を志望する
大学生など地域の協力を得
て、一定レベルの学力が定着
できるように学習支援活動を
行います。

新型コロナウイルス感染症の影響により、公
共施設が約2ヶ月利用停止となったため、年
間43回の開催予定が34回［前年度比
79.1％］となった。市内4教室合わせて37名
の参加があった。
（前年度実績：43回、59名）

2

新型コロナウイルス感染症
の影響により、公共施設が
約2ヶ月利用停止となり、新
規塾生が7名と少数であった
ため（新規入塾生の申込が6
月となり、入塾は9月となっ
た）。

新型コロナウイルス感染症の影
響もあり、新規塾生が少数で
あったため、登録講師数が参加
生徒より過剰となった。また、で
きるだけ新規生徒の学ぶ時間が
取れるよう、入塾の時期の見直
しについて検討が必要。

新規生徒の申込状況を見なが
ら、講師の募集を進める。新規入
塾生については、会場となる公共
施設の利用可能定員を鑑みたう
え、6月中に入塾できるように調
整する。

こども政策課

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

委員から
の意見 担当課

基本目標１ 地域の子育て・子育ちを支援します

こどもの夢・チャレンジの応援

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）



1　施策の展開

施策２ 地域での交流の場の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 地域子育て支援拠点事業

親子の孤立化を防ぎ、地域と
の関わり合いの中で不安感を
緩和しながら子育てができる
よう支援します。子育て支援
の拠点として、妊娠期から子
育て期までの包括的なサポー
トを行う子育て世代包括支援
センターや、児童館の子育て
支援室において、親子が気軽
に集い、交流できる場・機会を
提供します。

利用者数：47,506人
（前年度比：33.1％、前年度実績：143,416
人）
（内訳）
子育て世代包括支援センター：8,849人
小牧児童館：4,606人
大城児童館：2,918人
味岡児童館：4,034人
西部児童館：6,092人
北里児童館：5,322人
小牧南児童館：13,211人
篠岡児童館：2,474人

2

新型コロナウィルス感染拡大
に伴い、子育て支援室（子育
て世代包括支援センター内）
の利用休止や利用制限を実
施し、例年より利用者が減少
したため。

新型コロナウィルス感染拡大に
伴い、子育て支援室（子育て世
代包括支援センター内）の利用
休止や利用制限を実施したこと
により、利用者が減少したと考え
られる。
今後も新型コロナウィルス感染
拡大の状況に応じ、感染防止対
策を講じながら親子が気軽に集
い交流できる場を提供していくこ
とが必須である。

多胎家族応援講座を来館型とオ
ンラインによる複合開催とするな
ど、新型コロナウィルス感染防止
対策を講じながら親子が気軽に
集い、交流できる場所を提供して
いく。
また、利用休止になった場合もオ
ンラインや動画等で講座開催を
できる限り行い、子育ての孤立化
を防ぐ。

子育て世代包括支
援センター
多世代交流プラザ

2 児童館事業

児童館で行う各種イベント、講
座の充実を図るとともに、それ
らの行事を活用するなどして
子どもを中心とした地域住民
交流の拠点とします。また、子
どもたちには居心地のよい場
を提供し、地域の大人が子ど
もを見守る仕組みをつくりま
す。

緊急事態宣言解除後は各児童館で少人数
の工作の講座などを行った。徐々に遊び場
を失った子どもたちが集まりはじめ、コロナ
対策の人数制限で入れなかった子には自宅
で遊べる工作キットなどを渡して、帰ってもら
うこともあった。万全にコロナ対策を行い、制
限の中でできる限りの工夫をし、イベントを
行った。

3

開催可能となってからは、通
常どおりの頻度で開催した。
制限のある中、自宅で遊べ
る工作キットを渡すなど、で
きる範囲の工夫をして、遊び
を提供した。

コロナ禍の中、できることを検討
しつつ開催する。また、開館時も
人数制限にあふれた子への救
済措置を検討中。

左記の事項を検討しつつ、コロナ
対策を万全にイベントを行ってい
く。

多世代交流プラザ

3 こまきこども未来館の整備
こまきこども未来館の整備を
進め、中央児童館として機能
の拡大・充実を図ります。

7月に整備工事を完了し、学官連携によるデ
ジタルコンテンツ等の整備や講座等の準備
を進め、3月に開館した。

3

新型コロナウィルス感染症の
影響で開館の延期を余儀な
くされたが、令和3年3月6日
に開館することができた。

新型コロナウィルス感染拡大防
止のため、過度に密集状態にな
らないよう入館者数を制限してい
る。各講座についても、定員や
実施方法など、様々な制約を受
けている。

引き続きコロナ対策を徹底しなが
ら、学校や家庭では体験できな
い活動をこども達に提供してい
く。

多世代交流プラザ

4 父母クラブの育成

児童館等を拠点として、子ども
が地域で健全に育つためのボ
ランティア活動を実施している
父母クラブを育成・支援しま
す。

児童館等を拠点として、子どもが地域で健
全に育つためのボランティア活動を実施して
いる父母クラブの育成・支援を行った。

3

各児童館で活動する父母ク
ラブに対し、子育てに関する
知識の習得や仲間作りなど
の手助けをした。

特になし。補助金の交付は令和
3年度まで。

例年通り行うが、児童センターに
ついては、こまきこども未来館と
して、中央児童館としての機能強
化を図り、市全域を対象とした活
動を展開することに伴い、R2年度
をもって父母クラブを廃止する。

多世代交流プラザ

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

担当課

基本目標１ 地域の子育て・子育ちを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見



1　施策の展開

施策２ 地域での交流の場の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

担当課

基本目標１ 地域の子育て・子育ちを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見

子ども会活動を活性化するため、小牧市子
ども会連絡協議会に加入する子ども会へ補
助金を交付し、活動を支援した。

R1年度の加入数は35単子で
あり、R2年度は増減なし。見
込のとおりであったため。

市子連と児童館の協賛によるこ
まキッズフェスタ2020を開催し、
子どもに遊びを提供することによ
り健全育成を促した。市子連へ
の単位子ども会への加入数：30
年度36単子、元年度35単子、2
年度35単子。

市子連の解散に伴い、次年度以
降は市から直接、子ども会へ補
助金を交付し、活動を支援する。

多世代交流プラザ

交付金の交付や地域サポーターの派遣によ
り地域協議会が実施する子どもを対象とし
た交流や見守り等の事業に対し支援した。
（R2実績：13事業）

コロナ禍においてこれまで実
施していたイベント型の事業
の開催が困難な中、子ども
用のマスク作成や、夏休み
の短縮に伴い児童・生徒の
酷暑期の登校に対応した見
守り活動、学校への支援な
ど、地域住民と協働し、地域
活動の継続に努めた。

イベント型の事業の開催は、当
面の間、難しいことが想定される
ため、引き続き、コロナ対策に努
めるとともに活動が停滞しないよ
うな工夫が求められる。

地域協議会代表者会議などにお
いて、各協議会の取組について、
情報共有を図るとともに良い取り
組みについて横展開を図る機会
を設け、活動の活性化に向けた
支援に努めます。

支え合い協働推進
課

6
幼稚園・保育園・認定こど
も園の地域活動事業

老人福祉施設訪問や行事を
通した異世代交流を行うな
ど、地域住民との交流を図り、
開かれた幼稚園・保育園・認
定こども園を目指します。

各園において世代間交流事業、地域交流事
業等を実施した。
主な活動は、七夕会、運動会、敬老会、クリ
スマス会など
（保育事業：保育園）
開催回数：55回
（前年度比：76.4％、前年度実績：72回）

（教育事業：幼稚園、認定こども園）
開催回数：24回
（前年度比：38.7％、前年度実績：62回）

2

新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、事業の中止
や縮小を余儀なくされたた
め、前年度との単純な比較
は難しい。

コロナ禍での適切なあり方につ
いて検討し、情報共有を図って
いく必要がある。

保育所保育指針や幼稚園教育
要領等にも地域活動の重要性が
示されていることから、引き続き、
各園の定例的な取組みとして継
続していく。

幼児教育・保育課

7 園庭開放

幼稚園・保育園・認定こども園
の園庭を開放し、入園前の子
どもたちが同じくらいの年齢の
友達と遊んだり、保護者同士
で情報交換したり、子育ての
悩みを相談できる場を提供す
ることにより、地域の子育て家
庭に対する育児支援を行いま
す。

地域の未就園児親子に遊び及び交流の場
として園を開放し、同時に育児相談等の支
援を実施した。
（保育事業：保育園）
延べ参加者数：935人
（前年度比：56.5％、前年度実績：1,655人）
　
（教育事業：幼稚園、認定こども園）
延べ参加者数：1,643人
（前年度比：57.0％、前年度実績：2,883人）

2

新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、事業の中止
や縮小を余儀なくされたた
め、前年度との単純な比較
は難しい。

コロナ禍での適切なあり方につ
いて検討し、情報共有を図って
いく必要がある。

保育所保育指針や幼稚園教育
要領等にも子育て支援の重要性
が示されていることから、引き続
き、各園の定例的な取組みとして
継続していく。

幼児教育・保育課

5 地域活動の支援
地域協議会、小牧市子ども会
連絡協議会及び地域の子ども
会の活動を支援します。

3



1　施策の展開

施策２ 地域での交流の場の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

担当課

基本目標１ 地域の子育て・子育ちを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見

8 地域３あい事業

心豊かでたくましい子どもを社
会全体で育むため、地区の会
館を利用して地域の大人と子
どもが交流する事業を実施し
ます。

市内42区が事業を行い、全活動数172件の
内、98件［前年度比：20.6％］の活動に2,228
人の子どもが参加した。
（前年度実績：476件）

2

令和元年度は476件の活動
に24,321人の子どもが参加し
たが、令和2年度は例年未満
となったため。

新型コロナウイルス感染症の影
響により、事業数や参加者が大
幅に減少したため。

新型コロナウイルス感染症の対
策を講じながら、地区の会館を利
用して地域の大人と子どもが交
流する事業を実施する。

文化・スポーツ課

9
学校地域コーディネーター
派遣事業

各学校への学校地域コーディ
ネーターの派遣により、学校
支援ボランティアの活動支
援、児童・生徒の地域活動へ
の参加を促進することで、家
庭・学校・地域の連携を促進し
ます。

16小学校に27名［前年度比：103.8％、前年
度実績：26名］、9中学校に15名［前年度比：
増減なし］のコーディネーターを配置し、学校
支援ボランティアの活動支援、児童・生徒の
地域活動への参加を促進した。

2

研修会等は実施したものの、
新型コロナウイルス感染症
の影響があり、例年に比べ
縮小した活動となったため。

例年と同程度の人数を派遣し、
地域活動を支援した。

今後も学校と地域を繋ぐ活動を
継続して実施していく。

こども政策課

10 赤ちゃんの駅事業

子育て家庭の保護者が安心し
て外出できるよう、授乳やお
むつ替えのできる設備を提供
できる施設の増加を目指しま
す。

公共施設27施設、民間施設25施設で提供を
行っている。（前年度比：増減なし） 3 評価指標としている対象施

設数に増減がなかったため。

既存施設においては適宜利用さ
れているものの、新規施設の登
録申請はなかった。

新規登録施設が増えるようホー
ムページ等も活用し、引き続き広
報に努めていく。

こども政策課



1　施策の展開

施策３ 健やかに育つ環境の整備

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 少年センター事業

青少年と保護者の悩み事相
談、少年センター補導員によ
る街頭パトロールなどを実施
し、青少年の健全育成を推進
します。

電話、Eメール、カウンセラーとの面談等、青
少年に関する相談活動を行った。（R2年度
実績：151件、前年度比：68.3％、前年度実
績：221件）
また、少年センター補導員、PTA、学校等が
協力してパトロールを行い、青少年の非行
防止を図った。（R2年度街頭補導巡回数：
296回、前年度比：63.4％、前年度実績：467
回）
（R2補導従事者数：852人）

2

新型コロナウイルス感染拡
大防止により、パトロール活
動を自粛した月もあり、昨年
度よりも年間実績が低くなっ
たため。

新型コロナウイルス感染拡大の
影響もあり、R2年度は少年セン
ターへの電話相談・カウンセラー
による相談、街頭補導回数のい
ずれも件数の減少がみられた。
一定の抑止効果は見込まれるた
め、引き続き非行防止に努め
る。

今後も引き続き少年センターへ
の電話相談・カウンセラーによる
相談を実施する。
また、R2年度は、前年度の街頭
巡回数（R1：467件、R2：296件）と
比較し、補導件数（R1：123人、
R2：15人）が大きく減少しており、
補導活動により、一定の抑止効
果は見込まれるため、引き続き
非行防止に努める。

こども政策課

2
各中学校区青少年健全育
成会活動の活性化

青少年の非行・被害防止や、
地域ぐるみの青少年の健全育
成を図るための活動を支援し
ます。

R2年度は、新型コロナウイルス感染防止の
ため、6月と11月に実施予定であった「笑顔
でさきがけあいさつ運動」を中止した。全体
での活動は中止としたものが多かったが、
パトロール活動等各中学校区ごとでの地域
活動に力を入れた。

1
新型コロナウイルス感染拡
大防止により、中止となった
事業が多かったため。

「少年の生活意識と行動」の実
態調査によると、声をかけてくれ
る人がいると感じている子どもの
割合は横ばい（R1：86％、R2：
85％）であるが、コロナ禍におい
ても高い割合を示している。今後
も各学校・地域での取り組みを
推進していきたい。

R2年度中止となった「笑顔でさき
がけあいさつ運動」等の実施に
向けて計画していく。引き続き各
学校・地域での取り組みを推進し
ていく。

こども政策課

3
幼児期家庭教育学級・家
庭教育推進事業

幼稚園・保育園・認定こども
園・小中学校において、家庭
教育の大切さを学習したり、
親子がふれあい、絆を深める
機会を提供することにより、地
域ぐるみの子育てを支援しま
す。

市内小中学校22校、幼稚園・保育園・認定こ
ども園の17学級が事業を実施した。家庭教
育講演会については、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止により中止した。

2

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止の観点か
ら、実施を見合わせた活動
があったため。

新型コロナウイルス感染症の影
響により限定的な取り組みとなっ
たが、可能な限り各保育園・幼
稚園・認定こども園及び各小中
学校PTAと連携を図り、活動に
取り組んだ。

新型コロナウイルス感染症予防
に努めながら、事業を実施する。

学校教育課

令和2年度：新型コロナウィルス感染拡大の
影響で研修会は実施できなかった。児童委
員・主任児童委員の活動マニュアルを改訂
をした。
＜参考＞
R1年度：児童虐待に関する研修会を1回実
施。

例年の研修会は実施できな
かったが、地域においての役
割や関係機関との連携につ
いてマニュアルを見直し、児
童委員・主任児童委員として
の具体的な活動を明記した。

地域での活動が制限される中、
地域の見守りを継続して、お願
いしている。今後も児童委員から
も心配な家庭についての情報提
供をいただき、相互に連携を
図っていく必要がある。

新型コロナウィルス感染拡大の
影響をみながら、研修会の開催
を検討する。
改訂したマニュアルを活用し、地
域の見守り活動を継続して依頼
していく。

一部地域の民児協の定例会において、児童
虐待の現状と支援に関する研修を実施し
た。また、児童虐待の事例を委員で検討す
る機会を設け、委員の資質向上に努めた。

コロナ禍の中、定例会を感染
症対策を行った上で開催し、
研修の機会を設けることがで
きた。

コロナ禍における子育て支援施
策等の情報提供を適切に行い、
活動の充実に向けた働きかけを
行っていく必要がある。

引き続き市の子育て支援に関す
るサービスの情報提供を行い、
地区ごとに開催する研修をサ
ポートする。

5
通学路パトロールボラン
ティアによる見守り活動

学校の登下校時刻を中心に、
通学路の危険箇所等をパト
ロールし、子どもたちの安全を
守ります。

市内小学校16校において、総勢824名［前年
度比：増減なし］のパトロールボランティアが
見守り活動を行った。

3
パトロールボランティア登録
者数に大きな増減はなく、活
動も例年通りに行ったため。

パトロールボランティア登録者数
の地域間格差が大きい。

学校を通してパトロールボラン
ティア活動を地域に啓蒙し、年間
を通じてボランティア募集を行う。
児童の登下校時刻を中心に、通
学路のパトロールと児童の見守
り活動を行う。

学校教育課

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

子育て世代包括支
援センター
福祉総務課

取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

基本目標１ 地域の子育て・子育ちを支援します

評価理由 現状分析、課題

4
児童委員・主任児童委員
活動の充実

子どもや子育てに関する研修
に参加する機会を設けたり、
地域に密着した子どもや子育
て家庭の見守りなど、関係機
関と連携しながら、児童委員・
主任児童委員の活動の充実
を図ります。

3



1　施策の展開

施策３ 健やかに育つ環境の整備

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

基本目標１ 地域の子育て・子育ちを支援します

評価理由 現状分析、課題

6 こども110番の家の設置

子どもが身の危険を感じたと
きに助けを求めて駆け込める
「こども110番の家」の設置を
推進します。

警察委嘱166軒、教育委員会委嘱227軒、合
計393軒［前年度比：増減なし］のこども110
番の家が設置されている。

3
現在の委嘱は平成31年度か
ら令和3年度末までとなって
いるため。

一部地域の設置数が少ない。
令和4年度からの新規委嘱に向
け、学校を通じて110番の家設置
の重要性を地域に発信する。

学校教育課

7 緊急メールの配信
保護者あてに不審者情報や
自然災害情報などの緊急メー
ル配信を行います。

市内全小中学校25校においてメール配信を
実施している。 3

各学校より必要に応じて配
信。

特になし 例年どおり実施する。 学校教育課

8 いじめ・不登校対策事業

小牧市いじめ・不登校対策連
絡会を中心として、各関係機
関と連携し、すべての児童生
徒が充実した学校生活が送
れるように支援します。

いじめの認知件数　小学校：286件
　　　　　　　　　　　　中学校：200件
不登校児童生徒数 小学校：159人
　　　　　　　　　　　　中学校：287人
＜前年度実績＞
いじめの認知件数　小学校：366件
　　　　　　　　　　　　中学校：419件
不登校児童生徒数 小学校：141人
　　　　　　　　　　　　中学校：269人

2

いじめ認知件数は減少し、不
登校児童生徒数は増加して
いるため。
新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止の観点か
ら、研修会の中止や多くの連
絡会が文書開催となってし
まったため。

いじめ認知に関する理解がまだ
浸透しておらず、学校間格差が
激しい。
不登校児童生徒数の増加傾向
が続いている。

新型コロナウイルス感染症対策
を図りながら、いじめ・不登校に
関わる研修会や連絡会を開催
し、市内全体の共通理解のもとに
いじめ・不登校対策に取り組む。

学校教育課

9
「こころ」と「いのち」を守る
ための支援

小牧市自殺対策計画に基づ
き、保健、医療、福祉、教育等
関連施策と連携を図り、生き
ることの包括的な支援を行い
ます。

うつ・自殺対策相談窓口ネットワーク会議2
回（うち一回は新型コロナウイルス感染症の
影響により書面会議）を開催し、相談窓口担
当者のネットワークづくりを行った。

2
窓口担当者と顔を合わせ、
ネットワークづくりを行うこと
ができた。

「自殺」「こころの病気」という
キーワードが出ると間髪入れず
保健センターにつなげる部署等
が見受けられる。相談内容に
よっては、他課をご案内する場
合もあり、こういった点は課題と
考える。庁内の職員・部署、その
他関係機関が意識を置き、市民
に寄り添った対応ができるよう、
より一層の連携強化が必要と考
える。

事例検討の中で、保健センター
だけでなく、様々な部署が一員と
して担っていることに気づきが得
られると良い。

保健センター



1　施策の展開

施策４ 学校外活動の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 児童館事業

児童館で行う各種イベント、講
座の充実を図るとともに、それ
らの行事を活用するなどして
子どもを中心とした地域住民
交流の拠点とします。また、子
どもたちには居心地のよい場
を提供し、地域の大人が子ど
もを見守る仕組みをつくりま
す。

緊急事態宣言解除後は各児童館で少人数
の工作の講座などを行った。徐々に遊び場
を失った子どもたちが集まりはじめ、コロナ
対策の人数制限で入れなかった子には自宅
で遊べる工作キットなどを渡して、帰ってもら
うこともあった。万全にコロナ対策を行い、制
限の中でできる限りの工夫をし、イベントを
行った。

3

開催可能となってからは、通
常どおりの頻度で開催した。
制限のある中、自宅で遊べ
る工作キットを渡すなど、で
きる範囲の工夫をして、遊び
を提供した。

コロナ禍の中、閉館となってもで
きることを検討中。また、開館時
も人数制限にあふれた子への救
済措置を検討中。

左記の事項を検討しつつ、コロナ
対策を万全にイベントを行ってい
く。

多世代交流プラザ

2 放課後子ども教室

すべての小学生を対象とし
て、安全・安心な放課後の活
動拠点を小学校の特別教室
などに設け、地域の人の協力
を得て、学びやスポーツ、文
化活動などの機会を提供しま
す。

市内１2小学校で年間148回［前年度比：
43.5％］実施し、登録児童数は279人であっ
た。
読み聞かせ、工作、集団遊び、学習など
様々な活動が行われた。
（前年度実績：15小学校、340回、619人）

2

新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、事業の中止
等、計画が変更となり、例年
通りの実施が難しかったた
め。

各校様々な活動を実施、子ども
たちの安全・安心な活動拠点と
して、新型コロナウイルス感染拡
大防止措置を講じ実施していき
たい。

参加児童に安心して受講してい
ただけるよう感染対策を徹底した
上で実施していく。

こども政策課

3
小牧市版放課後子ども総
合プラン

小学生の安全・安心な放課後
の居場所を確保するため、す
べての小学生が、小牧市版放
課後子ども総合プランの活動
プログラムに参加できる仕組
みづくりを推進します。導入検
討委員会を設置し、運営面で
の具体的な検討を重ね、モデ
ル事業を実施しながら小牧市
版放課後子ども総合プランの
導入に向けた制度設計を進め
ます。

前年度に決定した2か所のモデル校におけ
る具体的な実施内容等を検討した。
また本市における放課後子ども総合プラン
実施方策を検討した結果をとりまとめた提言
書を提出した。

3

小牧市版放課後子ども総合
プランの実施に向け、提言書
の内容を踏まえた実施内容
等の検討が具体的に進めら
れているため。

放課後子ども教室と児童クラブ
の各現場における課題等の相互
理解を深め、事業を行う際の協
力体制を構築する必要がある。

モデル校でモデル事業を実施し、
その評価・検証を踏まえて令和4
年度以降の事業計画を検討す
る。

こども政策課

4 子どもの体験活動の推進

心豊かでたくましい子どもを社
会全体で育むため、ボランティ
アや地域の協力を得て、自然
体験活動、ジュニアセミナーを
実施します。

こども自然体験活動
身近な自然観察（12家族）、ハイキング（5家
族）、Jrセミナー兒の森里山体験（１6人）
学校外活動（ジュニアセミナー）
実績：合計22講座［前年度比：78.6％］　252
人
（前年度実績：28講座　497人）

2

新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、事業の中止
等、計画が変更となり、例年
通りの実施が難しかったた
め。

こども自然体験活動について、R
２年度は新規事業としてハイキ
ングを実施した。
ジュニアセミナーについては、R2
年度は10月以降の開催とし、募
集人数を縮小した。コロナ禍で
規模を縮小しての開催となった
が、受講生からの人気が高く、
引き続き実施していきたい。

R3年度も公共施設の利用定員に
合わせ通常よりも受講生の人数
を縮小しての講座開催を予定し
ている。コロナ禍で受講生に安心
して講座を受講していただけるよ
う感染対策を徹底した上で実施し
ていく。

こども政策課

5 こども食堂の推進

こども食堂の開設や運営の相
談に応じて、関係部署との連
携を図り、助言・支援へつなげ
ます。

こども食堂に関する相談に対して、県補助金
の情報提供等を行った。
開設に関する相談：3件
その他相談等：4件

3
相談内容に応じ、関係部署と
連携し、助言・支援をすること
ができたため。

R2年度中はこども食堂開設には
至らず、市内の開設数はゼロの
まま推移した。

R3年度は１ヵ所新規開設するた
め、引き続き各種情報提供をはじ
めとする支援を行っていく。

こども政策課

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標１ 地域の子育て・子育ちを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策１ 子育てと仕事の両立支援の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1
子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・セン
ター事業）

子育てについての援助を受け
たい人、支援ができる人が会
員となり、相互に子育てにつ
いての援助活動を行います。

利用件数：246件
（前年度比：64.1％、前年度実績：384件） 2

新型コロナウィルス感染拡大
に伴い、利用される方が減少
した。また、利用予定だった
方のキャンセルも増え、利用
件数が減少したため。

利用件数は新型コロナウィルス
感染拡大の影響で減少した。
また、依頼会員と援助会員の数
に乖離があり、援助会員の数を
増やす必要がある。

新型コロナウィルス感染防止対
策に努めながら、依頼会員に援
助ができるように活動をしていく。
また、援助会員の数を増やすた
め、引き続き広報活動に取組む
とともに、個別のアプローチを
行っていく。

子育て世代包括支
援センター

2
一般型一時預かり事業
（一時保育）

保護者の就労や病気等の理
由で、一時的または断続的に
家庭での保育が困難な未就
園児を対象に、保育園で預か
ります。

（保育事業：私立保育園）
各保育園において、一時的に保育が必要と
なった子どもの保育を実施した。
延べ利用者数：3,369人
（前年度比：72.0％、前年度実績：4,680人）

2
新型コロナウイルス感染症
の影響により利用者が減少
した。

需要に対応するための人材確保
等が課題。

可能な限り需要に対応できるよう
継続していく。

幼児教育・保育課

3
幼稚園型一時預かり事業
（預かり保育）

幼稚園、認定こども園（１号認
定）に通う在園児のうち希望
者を対象に、教育時間終了後
や長期休業中に幼稚園、認定
こども園で預かります。

（教育事業：私立幼稚園、認定こども園）
≪幼稚園型一時預かり事業≫
第一幼稚園において預かり保育を実施した
実績
延べ利用者数：1,360人
（前年度実績：なし）

≪私学助成≫
私学助成を受けて預かり保育を実施した。
（私立幼稚園8園、認定こども園2園の実績
合計）
延べ利用者数：51,204人
（前年度比：112.6％、前年度実績：45,482
人）

3

昨年度の実績を上回った。
なお、第一幼稚園において
は、令和２年４月から預かり
保育を開始した。

需要の増大に応えて、受け入れ
体制を拡大しているが、人材確
保が課題。

可能な限り需要に対応できるよう
継続していく。

幼児教育・保育課

4
子育て世代包括支援セン
ターにおける一時預かり事
業

保護者の外出や育児に伴う負
担などの理由で、家庭で育児
をすることが困難となる場合
に、生後６か月から就学前の
子どもを対象に、子育て世代
包括支援センター内の一時預
かり室にて、一時的に子ども
を預かります。

利用者数：373人
（前年度比：121.5％、前年度実績：307人） 4

令和2年4月からの利用料金
改定や減免対象の拡大、ま
た保護者が持参した飲食の
提供をすることにより、利用
者の増加に繋げることができ
たため。

利用料金の改定により、利用し
やすくなり、リピーターも増えてき
た。

子どもを預けることへの抵抗感を
減らすため、一時預かり通信を発
行し、制度について周知してい
く。また、引き続き子育て支援室
での相談と連携して制度の周知・
PRに努める。

子育て世代包括支
援センター

5
子育て短期支援事業
（ショートステイ）

保護者が病気などの理由で、
家庭において子どもを養育す
ることが一時的に困難となっ
た場合に、宿泊を伴った一時
預かりを行います。

利用者数：1人
（前年度実績：0人） 3

今年度は施設に空きがあり、
利用に繋げることができた。

2施設と契約を締結しているが、
施設が空いている日が少なく、
希望者に確実に利用してもらうこ
とが難しい状況が続いている。

新たな施設との委託契約につい
て検討する。

子育て世代包括支
援センター

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策１ 子育てと仕事の両立支援の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

6
放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

小学生児童の保護者が就労
等により昼間家庭にいない場
合に、授業の終了後に子ども
に適切な遊び及び生活の場を
提供し、その健全な育成を図
ります。また、施設の老朽化、
狭隘化に対する整備や改築、
支援員の処遇改善による人員
不足の改善等に努めます。

【利用児童数】
登録児童数、利用児童数ともに昨年度より
減少している。
利用者数（延べ）：195,192人
（前年度比：84.6％、前年度実績：230,653
人）

【処遇改善等】
R2年度より所長・指導員・支援員と職位を階
層化し、賃金の処遇改善を行った。
手狭となっている小牧南児童クラブの改築
に向けて実施設計を行った。

3

新型コロナウイルス感染症
の影響により延べ利用者数
は減少したものの、前年度ま
でに引き続き待機児童を出
すことなく事業を行うことがで
きたため。また、処遇改善を
実現したため。

慢性的な支援員不足、複数学年
児童が同時在籍する中での質
の確保、児童クラブ以外の受入
施設の不足等が課題。また新型
コロナウイルス対策等にも迅速
に対応できるよう事務の簡素化
等が必要。

処遇改善を踏まえた新たな体制
による運営の安定化を図る。受
益者負担の考え方に基づき令和
３年度から変更とした保護者負担
金について課題の分析・検討を
行う。

こども政策課

7
病児・病後児保育事業

子どもが病気で、かつ保護者
が家庭で保育を行うことが困
難な場合に、専用施設で一時
的に子どもを預かります。ま
た、保育中の体調不良児を一
時的に預かるほか、保育所入
所児に対する保健的な対応を
行います。

【病児対応型】
市内2つの診療所に併設された施設におい
て、病気中、または病気の回復期にある児
童の保育を実施した。
延べ利用者数：176人
（前年度比：22.7％、前年度実績：774人）

【体調不良児対応型】
私立保育園4園において、保育中に体調不
良となった児童であって、保護者が迎えに来
るまでの間、緊急的な対応を必要とする児
童の保育を実施した。
延べ利用者数：304人
（前年度比：28.2％、前年度実績：1,077人）

2
新型コロナウイルス感染症
の影響により利用者が減少
した。

需要に対応するための人材確保
に加え、病児保育を実施できる
新たな医療機関の確保等が大き
な課題。

可能な限り需要に対応できるよう
継続していく。

幼児教育・保育課



1　施策の展開

施策２ 相談と情報提供の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1

利用者支援事業
（基本型）（母子保健型）
及び子育て支援ネットワー
クづくり

専任の利用者支援コーディ
ネーターを配置し、多様な子
育て支援サービスの中から利
用者が適切に選択できるよう
相談に応じるとともに、関係機
関との連絡調整を実施し、妊
娠・出産・育児期にわたり切れ
目なく支援を行います。また、
利用者支援コーディネーター
等による定期的な施設訪問
や、利用者支援会議を開催
し、関係機関との連携を図り
ます。

令和2年度実績（計1,305件）
　母子保健型（1,051件）
　基本型（254件）
　利用者支援会議1回/月開催
＜前年度実績＞前年度比：165.0％
令和元年度実績（計791件）
　母子保健型(647件）
　基本型（144件）
　利用者支援会議1回/月開催

4

基本型については、子育て
☆知って楽しい！情報ＷＥＥ
Ｋを初開催し、その中で相談
情報提供を行った等により前
年に比べて、相談件数が増
加した。
母子保健型についても、子
育て世代包括支援センター
そのものの周知が図られて
きたこともあり、コロナ禍にお
いても、相談件数が増加し
た。

コロナ禍において、感染不安か
ら外出を制限するなどして、孤立
した状態で子育てしている家庭
が増えていることが考えられるた
め、従来の面接や電話での相談
に加えて、オンラインでの育児相
談の体制を整備してきたことや
子育て世代包括支援センター利
用者支援事業の周知が図られ、
相談件数が増加したと考えられ
る。
また、就園を望む年齢が低年齢
化してきており、就園についての
相談情報提供が増加した。

新型コロナウイルスの影響は、次
年度も継続することが考えられる
ことから、万全の感染予防対策を
継続しながら支援を継続してい
く。また、引き続き、子育て世代
包括支援センター利用者支援事
業の周知を図る。利用者支援会
議を定期的に開催し、関係機関
と連携調整をしていく。

子育て世代包括支
援センター

2
こども家庭総合拠点事業
の実施

利用者支援事業をはじめ関係
機関と連携し、子どもとその家
庭及び妊産婦等を対象に、福
祉に関する必要な支援に係る
業務（相談への対応、情報提
供、要支援・要保護児童への
支援など）を総合的に実施す
る体制を子育て世代包括支援
センター内に整備します。

令和2年4月より子育て世代包括支援セン
ター内にこども家庭総合支援拠点を設置し
た。

3

こども家庭総合支援拠点を
設置し、関係機関と連携し、
子どもとその家庭及び妊産
婦等を対象に、福祉に関す
る必要な支援に係る業務（相
談への対応、情報提供、要
支援・要保護児童への支援
など）を総合的に実施した。

令和2年4月より虐待専門相談員
1名、母子父子自立支援員1名を
配置し、相談体制の充実を図っ
た。

妊娠期から子育て期にわたり、
子育てのワンストップ窓口となる
よう、更なる相談体制の充実が
必要であるため、社会福祉士等
の有資格者の増員を検討してい
く。

子育て世代包括支
援センター

3 情報の発信

出産・子育てに関する様々な
状況において、利用すること
ができる制度の周知を図りま
す。広報、ホームページ、ＳＮ
Ｓ、子育てアプリ等各種ツール
を活用しつつ、各種事業の開
催時の他、様々な機会をとら
え、情報の発信を行います。

児童クラブ・児童手当・児童扶養手当等各種
制度内容について市ホームページを活用し
周知を行った。
特に令和2年度は、子育て世帯臨時特別給
付金や、ひとり親世帯臨時特別給付金につ
いて、市ホームページや広報を用いて周知
を行った。
また各課に協力依頼し、「子育ての相談」に
関する市のホームページを整理し、ツイッ
ター等及び子育てアプリにて周知を行った。

3
例年と同様の周知方法に加
えて相談窓口の周知を行っ
たため。

可能な限り迅速で有益な情報発
信に努める。

引き続き市ホームページや広報
等を活用し、制度の周知を行う。

こども政策課
幼児教育・保育課
子育て世代包括支
援センター
多世代交流プラザ

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策２ 相談と情報提供の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

4
スクールソーシャルワー
カー派遣事業

貧困やネグレクトといった家庭
環境に要因がある児童生徒
の問題行動事案について、社
会福祉士などの資格を有する
スクールソーシャルワーカーを
派遣し、児童生徒が置かれた
環境へ働きかけることで、一
人ひとりの子どもの学びと育
ちを応援していく体制をつくり
ます。

スクールソーシャルワーカー2名配置
訪問回数　539回
（前年度比：72.3％、前年度実績：746回）

2
新型コロナウイルス感染拡
大防止により2ヶ月の臨時休
校のため。

相談件数が多いため、１つの
ケースに関わることのできる時
間が限られてしまう。また、１つ
のケースが長期化することも多
く、他の相談との時間調整が難
しい。

他機関との情報共有を積極的に
行い、様々な機関と連携して児童
生徒とその家庭の支援にあたっ
ていく。

学校教育課



1　施策の展開

施策３ 経済的支援策の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 幼児教育・保育の無償化

国の実施する幼児教育・保育
の無償化に加え、市独自の制
度として第３子以降の子ども
の副食費を免除します。
新制度未移行の幼稚園を利
用している同一生計世帯の子
どものうち、第３子以降の子ど
もの保育料の無償化上限額
25,700円（月額）を超えた額を
補助します。

●副食費免除：市基準
（保育事業：保育園、認定こども園2号）
延べ対象者数：1,044人
（前年度実績：468人）

（教育事業：幼稚園、認定こども園1号）
延べ対象者数：289人
（前年度実績：102人）

《未移行幼稚園》
延べ対象者数：1,474人
（前年度実績：757人）

●第三子補助：未移行幼稚園
対象者数：58人
（前年度実績：21人）

※幼児教育・保育の無償化は令和元年10月
から始まった制度であるため、前年度比は
記載しない。

3
市独自基準の対象者の把握
を行い、適切に補助すること
ができた。

適切な補助に努める。 今後も継続して取り組んでいく。 幼児教育・保育課

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策３ 経済的支援策の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

2
幼児教育・保育の無償化
に伴う給付の円滑な実施

保護者の利便性等を考慮しな
がら、対象施設における制度
の周知と、公正かつ適正な支
給の確保に努めます。また、
立入調査への同行等、県との
連携や情報共有を図りながら
施設等の確認及び指導監督
を適切に行います。

（未移行幼稚園）
新型コロナウイルス感染症の影響により事
務説明会（集団指導）が実施できなかったた
め、無償化に係る事務説明用の資料を作成
し、各園に送付し、周知を図った。

（認可外保育施設）
対象施設に無償化に係る事務説明用の資
料を送付するとともに、利用する保護者あて
にも必要な資料を送付し、周知を図った。

（保育園、認定こども園）
県および市による監査は、新型コロナウイル
ス感染症の影響により実地指導ではなく、書
面監査とした。

（小規模保育事業所）
市による監査は、新型コロナウイルス感染
症の影響により実地指導ではなく、書面監
査とした。

3
無償化に伴う事務の説明お
よび施設への監査を適切に
実施できた。

対象施設および利用者に対し、
幼児教育・保育の無償化制度を
正しく理解してもらえるよう周知
の方法等を工夫していく必要が
ある。
また、監査については、今後も適
切に実施していく必要がある。

今後も継続して取り組んでいく。 幼児教育・保育課

3
実費徴収に係る補足給付
事業

保護者の世帯所得の状況等
を勘案して、特定教育・保育
施設等に対して保護者が支払
うべき日用品、文房具その他
の教育・保育に必要な物品の
購入に必要な費用や行事へ
の参加に要する費用、給食の
副食費（新制度未移行の幼稚
園対象）等を助成します。

（生活保護世帯の日用品等購入費助成）
対象者数：23人
（前年度対象者数：24人）

（新制度未移行幼稚園の副食費助成）
対象者数：2,052人
（前年度対象者数：915人）

※幼児教育・保育の無償化は令和元年10月
から始まった制度であるため、前年度比は
記載しない。

幼児教育・保育課

4 子ども医療費の助成

高校生等までの児童を対象
に、健康保険の保険診療の自
己負担分を助成します（ただ
し、高校生等の児童は入院分
のみを対象とします）。

受給者数　19,607人
（前年度比：97.2％、前年度実績：20,173人）
高校生入院（R2年度より実施）
申請件数：　65件

保険医療課



1　施策の展開

施策３ 経済的支援策の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

5 児童手当の支給
中学校卒業までの児童を養育
している保護者を対象に、児
童手当を支給します。

6・10・2月の年3回の児童手当支給を遅延な
く実施した。
対象となる児童の数：18,768人
（前年度比：97.4％、前年度実績：19,270人）

こども政策課

6
私立高等学校等授業料補
助

私立高等学校等に通学されて
いる家庭の負担を軽減するた
め、所得の状況に応じて授業
料の一部を助成します。

私立高等学校、専修学校に通学されている
家庭の保護者の負担を軽減するため、国・
県の上乗せ助成として、所得の状況・区分
に応じて授業料の一部を助成した。令和2年
度から、県の補助区分　甲・乙に対し、年額8
万円(上限)とした。
336人
（前年度比：61.3％、前年度実績：548人）
15,970,565円
（前年度比：94.4％、前年度実績：16,916,838
円）

3

国・県の補助額が引き上げら
れたことから、補助対象者数
は例年より下回ったが、今ま
で補助されていなかった乙区
分の方に補助することができ
たため。

対象者数は例年より下回った
が、補助対象の幅が広がったこ
とにより、補助総額は昨年度に
近い額となった。

令和２年度と同様に実施 学校教育課

7 就学援助費の支給

経済的な理由で就学が困難
な児童または生徒の保護者に
対し、学校でかかる費用の一
部を援助します。

小学校　794人（前年度比：101.5％、前年度
実績：782人）、42,381,925円

中学校　413人（前年度比：増減なし、前年度
実績：413人）、39,491,500円

3 例年並み

制度の主旨や仕組みに対する
問い合わせが多いため、制度内
容をより一層わかりやすく周知す
る必要がある。

令和２年度と同様に実施 学校教育課

8 奨学交付金の支給

向学心に富み、かつ経済的に
恵まれない生徒に対し、高等
学校等に入学する際の準備
金を支給します。

対象者　45人
支給額　1人あたり12万円 3 例年と同じ 特になし 令和２年度と同様に実施 学校教育課

9
児童クラブ保護者負担金
の減免

保護者の世帯所得の状況等
を勘案して、負担金を減免し
ます。また多子世帯に対して
も減免を行います。

受益者負担の原則を踏まえ利用状況に応じ
たクラブ費見直しとするため、検討を行い、
令和３年度実施に向け制度整備を行った。

3 実施に向けて整備を進めた
ため。

さまざま状況を想定してシミュ
レーション等を行ったが影響が
未知数な部分については実施後
の確認が必要。

令和３年度の実施状況を基に効
果等を分析する。

こども政策課



1　施策の展開

施策４ ひとり親家庭の自立支援の推進

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1
女性のための就労支援講
座事業

経済的に困難な状況にある女
性の就労・自立支援のための
講座等を開催します。

〇ひとり親家庭の自立支援や、出産や育児
を期に離職した女性に対する再就職支援の
ため、また、起業を希望する女性に対し起業
に必要な知識を得るための就労支援講座を
2講座［前年度比：増減なし］開催した。
・ママたちの井戸端会議in小牧市（ママ・ジョ
ブ・あいちと共催）
4人受講
・3日で学ぶ穂満式成功術 起業女子の第一
歩～なりたい自分になる！～
全3回 12人受講

3
R1年度の就労支援講座開催
数は2講座であり、R2年度と
同数であるため。

・ママ・ジョブ・あいちの出張相談
は商工振興課と協働し市役所で
開催した。市役所開催を引き続
き行い、まなび創造館ではイベ
ント時に重ねて行う。
・起業したい女性たちが互いに
支え合い、向上するサークルを
結成することができた。活動がよ
り活発になるよう、R3年度も同じ
講座を開催し支援を行い、ウィメ
ンズネットこまき加入を促して活
躍の場を設ける。

・再就職支援としてオフィスメイク
の講座を、起業に必要な知識を
得るための講座として起業女子
講座を開催する。
・育児や介護等で離職した女性
の再就職支援のため、愛知県女
性働き手創出支援事業を利用し
た相談を商工振興課と協働して
開催する。
・起業したい女性たちが互いに支
え合い、向上するサークルを支援
し、ウィメンズネットこまき加入を
促し活躍の場を設ける。

多世代交流プラザ

2
母子家庭等日常生活支援
事業

ひとり親家庭が急激な環境の
変化や疾病などにより、一時
的に生活支援が必要な場合、
家庭生活支援員を派遣して生
活の安定を図ります。

ヘルパー派遣：2世帯
（前年度比：66.7％、前年度実績：3世帯）

延べ派遣時間65H
（前年度比：141.3％、前年度実績：46H）

3 例年通りの利用実績であっ
たため。

ひとり親家庭にヘルパーを派遣
し、生活の安定を図った。

引き続き、ひとり親家庭にヘル
パーを派遣し、生活の安定を図っ
ていく。

子育て世代包括支
援センター

3 母子・父子相談

母子及び父子家庭の生活上
の問題、子どもに関することの
相談窓口として母子・父子自
立支援員を配置し、相談体制
の充実を図ります。

母子相談：877件
（前年度比：97.2％、前年度実績：902件）

父子相談：88件
（前年度比：60.3％、前年度実績：146件）

3
例年通りの相談実績であっ
たため。

相談業務に生かせる資格の取
得に努めた。また、研修を通じ職
員の資質向上を図った。

自立支援員の知識やスキル向上
のための研修受講を勧奨し、相
談体制の充実を図っていく。

子育て世代包括支
援センター

4
ひとり親家庭への就業支
援

ひとり親家庭の経済的自立を
図るため、職業能力講座を受
講した場合に受講料を助成す
る自立支援教育訓練給付金
や、看護師等の養成機関で修
学する場合に支給する高等職
業訓練促進費などにより、就
業の支援を行います。

自立支援教育訓練給付金：2人
（前年度比：40.0％、前年度実績：5人）

高等職業訓練促進費：9人
（前年度比：128.6％、前年度実績：7人）

3
例年通りの利用実績であっ
たため。

ひとり親家庭自立支援員を通
じ、ひとり親への自立支援を図っ
た。

次年度に限り高等職業訓練促進
給付金については、国の制度改
正に伴い、受講対象期間を12月
以上から6月以上に緩和して実施
する。

子育て世代包括支
援センター

5
ひとり親家庭高等学校卒
業程度認定試験合格支援
金の支給

高等学校を卒業していないひ
とり親家庭の父母や、20歳未
満の子を対象に、高等学校卒
業程度認定試験の合格を目
指す講座受講料の一部を助
成します。

・ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験
合格支援金：0人
（前年度比：皆減、前年度実績1人）

3
例年と同様の方法で周知及
び事業実施をしたため。

広報、ホームページを通じ、制度
の周知を図ったが、実績がなく、
需要は少ない。

支援の必要な方に制度を知って
もらうため、今後も幅広く周知して
いく。また、ひとり親自立支援員
を通じて制度案内に努める。

子育て世代包括支
援センター

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策４ ひとり親家庭の自立支援の推進

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

6
ひとり親家庭への手当の
支給

父親または母親のいない児童
を養育している保護者に児童
扶養手当、県・市遺児手当を
支給します。

国・市の制度に則って、年6回の支給を遅滞
なく行った。
＜児童数（延べ人数）＞
児童扶養手当：18,871人
（前年度比：77.0％、前年度実績：24,518人）

遺児手当：21,451人
（前年度比：107.0％、前年度実績:20,046人）

※県遺児手当は、愛知県が支給事務を行っ
ている。

こども政策課

7
ひとり親家庭等入学支援
金の支給

大学等に入学するひとり親家
庭等の子に対し、準備金を支
給します。

令和2年度申請：38件
（前年度比：73.1％、前年度実績：52件） 3

例年と同様の方法で周知及
び事業実施をしたため。

申請件数は毎年増減しているも
のの、対象者が減少しているの
か、周知が不足しているのか、
その原因は不明である。

対象となる方の申請へつながる
ように、引き続き広報やホーム
ページ等を活用し、制度の周知
行っていく。

こども政策課

8
母子父子寡婦福祉資金の
貸付

母子家庭、父子家庭等及び寡
婦に対して経済的自立の助成
や児童の福祉の増進を図るこ
とを目的として資金の貸付を
行います。

令和2年度新規貸付決定件数：4件
（前年度比：400.0％、前年度実績：1件） 4

新規貸付の件数が増え、ひ
とり支援することができたた
め。

新型コロナウイルスの影響によ
り、新規貸付件数も増加傾向に
ある。

引き続き、制度の周知に努め、経
済的支援が必要な母子・父子家
庭の援助の一環として事業の推
進に努める。

子育て世代包括支
援センター

9
母子・父子家庭医療費助
成制度

児童扶養手当・市遺児手当の
受給者と手当対象児童につい
て、健康保険の保険診療の自
己負担分を助成します。

受給者数　2,563人
（前年度比：99.5％、前年度：2,577人）

保険医療課



1　施策の展開

施策５ 児童虐待防止対策の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1
こども家庭総合
拠点事業の実施

利用者支援事業をはじめ関係
機関と連携し、子どもとその家
庭及び妊産婦等を対象に、福
祉に関する必要な支援に係る
業務（相談への対応、情報提
供、要支援・要保護児童への
支援など）を総合的に実施す
る体制を子育て世代包括支援
センター内に整備します。ま
た、児童虐待対策基本計画の
策定を検討します。

令和2年4月より、子育て世代包括支援セン
ター内にこども家庭総合支援拠点を設置し
た。

3

こども家庭総合支援拠点を
設置し、関係機関と連携し、
子どもとその家庭及び妊産
婦等を対象に、福祉に関す
る必要な支援に係る業務（相
談への対応、情報提供、要
支援・要保護児童への支援
など）を総合的に実施した。

令和2年4月より虐待専門相談員
1名、母子父子自立支援員1名を
配置し、相談体制の充実を図っ
た。

妊娠期から子育て期にわたり、
子育てのワンストップ窓口となる
よう、更なる相談体制の充実が
必要であるため、社会福祉士等
の有資格者の増員を検討してい
く。

子育て世代包括支
援センター

2 家庭児童相談
家庭における児童問題や家族
の相談に応じ、適切な指導・
助言を行います。

延べ件数：566件
（前年度比：121.2％、前年度実績：467件）

実件数：201件
（前年度比：167.5％、前年度実績：120件）

4
件数が増加しており、多くの
家庭児童相談に対応ができ
たため。

研修会に参加し、質の向上に努
めた。また、関係機関とのネット
ワーク会議にも多数参加するな
ど、適切な関係機関に繋ぐことも
含め、相談者の問題解決に努め
た。

引き続き、研修会等に参加し、質
の向上に努める。
また、関係機関とのネットワーク
会議にも参加し適切な関係機関
に繋ぐことも含め、相談者の問題
解決に努める。

子育て世代包括支
援センター

3
児童虐待防止のための早
期発見・早期対応

保健、医療、福祉、教育ならび
に児童相談所など児童問題に
関連する各関係機関との連携
を強化し、児童虐待の早期発
見と適切で迅速な対応を図り
ます。

令和2年度要保護児童対策地域協議会実務
者会議におけるケース実件数：454件（前年
度比：114.4％、前年度実績：397件）
＜参考＞
令和2年度末措置入所者数：32人
令和2年度末一時保護者数：3人

3

要保護児童対策地域協議会
の関係機関（子育て世代包
括支援センター、保健セン
ター、児童相談センター、学
校教育課、福祉総務課、警
察等）が持っている情報を共
有し、連携を図り対応した。

新型コロナウイルスの影響によ
り家庭内にいる時間が長くなり、
要対協に諮るケース件数が増加
傾向にある。

引き続き、関係機関との情報共
有・連携に努め、児童虐待の早
期発見・対応を図っていく。

子育て世代包括支
援センター

4
要保護家族のフォローケ
ア事業

虐待を受けた子どもの保護・
救済だけでなく、虐待した親・
保護者に対するフォローケア
についても、要保護児童対策
地域協議会で対応します。

要保護児童対策地域協議会代表者会
年3回開催

要保護児童対策地域協議会実務者会議
毎月1回開催

3

要保護児童対策地域協議会
実務者会議を中心に関係機
関の連携を図り、被虐待児
童等のフォローケアに努め
た。要保護児童対策地域協
議会実務者会議を開催し、
虐待を受けた子ども・虐待し
た親・保護者のフォローケア
に努めた。

実務者会の他にも必要に応じ
て、個別のケース会議を開催し、
各機関の役割分担を決めフォ
ローケアに努めた。

引き続き、要保護児童対策地域
協議会実務者会議を中心に関係
機関の連携を図り、被虐待児童
等のフォローケアに努めていく。

子育て世代包括支
援センター

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策６ 障がい児施策の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 発達に合わせた療育事業

一人ひとりの障がいの程度に
合った保育・療育の機会が得
られるようにきめ細やかな対
応に努めます。市内５施設と、
ふれあい総合相談支援セン
ターにて相談支援、子育て世
代包括支援センター内で出張
相談を行います。
あさひ学園においては、母子
通園による療育支援を行うと
ともに、相談支援も行います。

年間の利用者　実数121名
（前年度比：93.1％、前年度実績：130名） 3

あさひ学園の利用者数は見
込並であった。市内の６箇所
での相談支援及び子育て世
代包括支援センター内での
出張相談は予定どおり実施
できた。

強度行動障害の子どもなど事業
所のみでは対応が難しい場合が
あり、障がい特性の理解、事例
検討、相談支援事業所との連携
強化の必要を感じる。

保育園、幼稚園を対象にあさひ
学園の保育見学を実施する。
サービス事業所向けの研修会や
事例検討などを行いサービスの
質の向上を図る。

障がい福祉課

2
特別な支援を必要とする
子どもへの支援

障がいのある子どもの自立と
社会参加に向けた主体的な
取組みを支援するため、子ど
もが示す困難に対応した教育
相談を実施し、ニーズに合わ
せた指導や支援ができるよう
に努めます。こどもこころの相
談員による相談や、特別支援
教育相談員・学校生活サポー
ターの配置、関係特別支援学
校による相談などの取組みを
通じて、支援を行います。

こどもこころの相談員による相談：151回
（前年度比：76.3％、前年度実績：198回）
［有識者143回、医師8回］
特別支援教育相談員の配置
指導主事による相談
関係特別支援学校による相談

3

特別支援教育に関する相談
について、早期の相談による
就学支援及び医師、有識者
による学校現場への派遣に
より適切な特別支援教育へ
の支援を行った。

特別な支援を要する児童生徒が
増加傾向にあるため、安全な学
校生活が送れるよう支援体制を
充実させる必要がある。

令和２年度と同様に実施 学校教育課

（保育事業：保育園、認定こども園2・3号）
対象者数：78人
（前年度比：130.0％、前年度実績：60人）

（教育事業：幼稚園、認定こども園1号）
対象者数：66人
（前年度比：98.5％、前年度実績：67人）

3
現行の体制の中で、可能な
限り受け入れを行った。

各園で需要に応じた職員配置
（障がい児加配等）が必要となる
が、保育士や幼稚園教諭の確保
が大きな課題

可能な限り需要に対応できるよう
継続していく。

幼児教育・保育課

（児童クラブ）
児童クラブ及び保護者の同意のもと、受け
入れを実施。
対象児童（長期休業のみ利用者含む）：54人
（前年度比：108.0％、前年度実績：50人）

3

（児童クラブ）
専門的な見識を持つ指導員
の方の巡回とアドバイスによ
り適切な配慮や指導を心掛
けながら、前年度に引き続き
受入を実施した。

（児童クラブ）
医療機関により診断されていな
いが特別な対応が必要な児童も
おり、今後も需要の増加が見込
まれる。また慢性的な支援員不
足解消や、様々な障がい児に対
する専門的な知識や経験を持っ
た支援員の確保も課題。

（児童クラブ））
研修による職員の知識習得を深
める。また巡回指導員、青少年
指導員、学校及び保護者と連携
し協力関係をもって対応する。

こども政策課

3

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

幼稚園・保育園・認定こど
も園・児童クラブにおける
障がい児の受け入れ推進

集団保育の可能な障がいの
ある子どもの受け入れを積極
的に行い、障がい児保育の充
実に努めます。



1　施策の展開

施策６ 障がい児施策の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標２ 子育て家庭を支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

4 障害児通所支援

児童発達支援、医療型児童発
達支援、放課後等デイサービ
ス、保育所等訪問支援によ
り、日常生活や集団生活の
ルールなどを学ぶ身近な療育
の場を提供します。

年間の利用者　実数594名
（前年度比：106.6％、前年度実績：557名） 4

障がい福祉計画における見
込量の464名を上回る利用
があった。

利用ニーズが高く、新しい事業
所も多いため、より一層のサー
ビスの質の向上に努める必要が
ある。

サービス事業所向けの研修会や
事例検討などを行いサービスの
質の向上を図る。
作成した事業所案内の冊子を活
用して、児童発達支援や放課後
等デイサービス事業所の案内を
する。

障がい福祉課

5
障害児福祉手当・
特別児童扶養手当の支給

在宅の20歳未満の人で心身
に著しく重度の障がいがあり、
日常生活において特別な介護
が必要な人に障害児福祉手
当を支給します。
また心身に障がいのある在宅
の20歳未満の児童を養育して
いる人に、特別児童扶養手当
を支給します。

障害児福祉手当　95人（3月末現在）
［前年度比：97.9％、前年度実績：97人］

特別児童扶養手当　339人（3月末現在）
［前年度比：103.0％、前年度実績：329人］

障がい福祉課



1　施策の展開

施策１

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 保育園の適正配置・整備

本計画や本市の関連計画に
基づき、民間事業者による私
立保育園の新設や公立保育
園の統廃合や整備等による保
育園の適正配置・整備を継続
して行うことで、多様な保育
ニーズへの対応を図ります。

令和4年4月から一色保育園を民間移管する
ための事業者を選定した。
こども・子育て会議の中に検討部会を設置
し、第一幼稚園のあり方に関する検討を行
い、報告書をまとめた。

3
第2期小牧市子ども・子育て
支援事業計画に基づき、計
画的に進めることができた。

第2期小牧市子ども・子育て支援
事業計画に基づき、第一幼稚園
も含め、既存の保育園の適正配
置等に考慮しながら、具体的な
方針を策定する必要がある。

継続して具体的な方針の策定を
進めていく。

幼児教育・保育課

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

安全・安心な保育環境の整備

基本目標３ 幼児教育・保育サービスを充実します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策２ 多様な幼児教育・保育ニーズに応える支援の推進

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 幼児教育・保育の無償化

国の実施する幼児教育・保育
の無償化に加え、市独自の制
度として第３子以降の子ども
の副食費を免除します。
新制度未移行の幼稚園を利
用している同一生計世帯の子
どものうち、第３子以降の子ど
もの保育料の無償化上限額
25,700円（月額）を超えた額を
補助します。

基本目標２ 施策３ 「No.1 幼児教育・保育の
無償化」のとおり

幼児教育・保育課

2 保育サービスの充実

保育ニーズの変化に対応する
ため、一時保育や延長保育、
休日保育など、多様な保育
サービスを実施します。

●一時保育
基本目標２ 施策１ 「No.2,3 一時預かり事
業」のとおり

●延長保育
実利用者数：213人
（前年度比：82.9％、前年度実績：257人）

●休日保育
延べ利用者数：62人
（前年度比：28.8％、前年度実績：215人）

2
新型コロナウイルス感染症
の影響により利用者が減少
した。

需要に対応するための人材確保
等が課題。

可能な限り需要に対応できるよう
継続していく。

幼児教育・保育課

3 教育・保育の質の向上

教育・保育の質の向上、幼稚
園教諭・保育士・保育教諭の
専門性の向上、質の高い人材
の安定的な確保のため、幼稚
園教諭・保育士・保育教諭の
研修体制の充実に積極的に
取組んでいくとともに、職員の
処遇改善につながる各種方策
を検討していきます。

公私問わず広く参加を呼びかけ、全体研
修、年齢別研修などを実施し、幼児教育・保
育の質の向上に努めた。
研修実施回数：23回
（前年度比：42.6％、前年度実績：54回）

2
新型コロナウイルス感染症
の影響により研修実施回数
が減少した。

私立幼稚園では、愛知県や（公
財）全日本私立幼稚園幼児教育
研究機構、（公社）愛知県私立幼
稚園連盟等が主催する各種研
修会に加え、各園の教育方針や
特色ある教育に応じた各種研修
に積極的に参加しているが、参
加者数等は把握できていない。

市内の教育・保育の質の向上の
ため、公私問わず、市内全ての
保育施設と幼稚園の積極的な参
加を推進する必要がある。

幼児教育・保育課

4 私立幼稚園への支援

私立幼稚園が園の振興と幼
児教育の増進を図るために実
施する事業や、私立幼稚園連
合協議会が人材育成のため
に実施する情報交換や研修な
どの各種事業を支援します。

各園および私立幼稚園連合協議会に対し、
幼児教育の増進、園児の安全確保及び園
の振興を図ることを目的とし、必要な経費の
一部を補助した。
補助実績額：6,430,488円
（前年度比：97.6％、前年度実績6,585,600
円）

3
「小牧市私立幼稚園運営費
等補助金交付要綱」に基づ
き、適切に執行できた。

幼児教育・保育の無償化制度の
導入により、市との情報共有・連
携がより一層重要になってきて
いる。

今後も継続して取り組んでいく。 幼児教育・保育課

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標３ 幼児教育・保育サービスを充実します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策２ 多様な幼児教育・保育ニーズに応える支援の推進

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標３ 幼児教育・保育サービスを充実します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

5 認定こども園化の支援
私立幼稚園の認定こども園化
に向け、事業者に対する支援
を行います。

相談があった園に対し、事務手続きや制度
説明等を行った。 3

相談があった園の事情に応
じて、対応することができた。

活用できる各種補助制度の情報
提供や事務手続き、制度説明な
どを行い、個別に対応している。

今後も必要に応じて、支援してい
く。

幼児教育・保育課

6 小中学校との連携の推進

幼稚園・保育園・認定こども
園・小学校・中学校が参加す
る幼年期教育連携推進会議
での検討を踏まえながら、幼
児教育・小中学校教育の連携
の強化と質の向上への取組
みを推進します。

幼年期教育連携推進会議を開催した。
また、幼年期教育研修会は新型コロナウイ
ルス感染症の影響によりWEB研修に切り替
えた。
研修参加者数：33人　(※研修受講報告より)
（前年度比：50.8％、前年度実績：65人）

2
新型コロナウイルス感染症
の影響により参加者が減少
した。

小中学校教員の参加は増加傾
向にある。
子ども達の連続した学びを共通
のものとし、幼稚園、保育園、小
中学校がそれぞれ取り組んでい
ることを理解し合うための研修内
容について、検討していく必要が
ある。

今後も継続して取り組んでいく。 幼児教育・保育課



1　施策の展開

施策１ 妊娠・出産期の支援の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

1 親子健康手帳交付

親子健康手帳の交付の機会
を捉え、父親と母親との協力
関係の構築、育児不安などの
軽減を図ります。
小牧市独自の親子健康手帳
を活用することで、父親や母
親としての意識を高め、「二人
で子育て」ができるよう、また、
子どもが「愛されて成長してき
たこと」を実感し、「命の大切
さ、尊さ」を学べるよう支援しま
す。

妊娠届出者数：1,071件
（前年度比：99.3％、前年度実績：1,079件）

子育て世代包括支
援センター

2 妊婦健康診査事業

母子ともに健康で、安全・安心
に出産を迎えられるよう、妊娠
中の定期的な健康診査によ
り、母子の健康管理を支援し
ます。

対象者数：1,159人
（前年度比：90.3％、前年度実績：1,284人）

健診実施総回数：13,311回
（前年度比：95.9％、前年度実績：13,875回）

子育て世代包括支
援センター

3
パパママ教室・離乳食教
室

パパママ教室を開催し、安心
して妊娠・出産・育児にのぞめ
るよう支援するとともに、家族
が一緒に子育てをする気持ち
づくりの手助けをします。
また、離乳食教室を開催し、
各時期に応じた適切な離乳が
できるよう指導・助言を行いま
す。

パパママ教室を開催し、安心して妊娠・出
産・育児にのぞめるよう支援するとともに、
家族が一緒に子育てをする気持ちづくりの
手助けをした。（パパママ教室：年間6回開催
［前年度比：120.0％、前年度実績：5回］、77
組参加うち夫の参加75人）
離乳食教室を開催し、各時期に応じた適切
な離乳ができるよう指導・助言を行った。4、5
月は中止、6月以降定員を縮小して開催した
ため、離乳食動画13本を作成、また個別で
の教室内容の指導、助言、児童館での訪問
離乳食相談、レシピカードの配布などを行
い、教室に参加できなかった方が相談でき
る場を設定した。(離乳食ごっくん教室72名、
離乳食かみかみ教室55名、児童館27名）

3

パパママ教室については、
新型コロナウイルス感染拡
大防止の為、5月は中止し、8
月に追加で実施。その他の
月は定員を縮小して実施し
た。
離乳食教室については4、5
月は中止、その後は規模を
縮小して実施。

パパママ教室について、定員を
縮小して実施したが、妊婦教室
等を中止している医療機関が多
く、参加希望者が定員を上回っ
た。離乳食教室についても病院
や企業などの教室が中止になっ
ていることもあり、参加希望者が
定員を上回った。今後はニーズ
に応えていけるよう、感染対策を
徹底し、会場や時間、人数を再
検討していく。

パパママ教室を通して夫婦が家
庭において互いを尊重して育児
できるよう支援します。離乳食教
室を通して、適切な離乳が進めら
れるよう支援します。また子育て
世代包括支援センターや児童館
で離乳食に関する相談もあること
から、児童館への訪問離乳食教
室及び相談を行い、連携を図って
いきます。

保健センター

4 産前産後ヘルパー事業

妊娠中から産後６ヶ月（双子
以上の場合は12ヶ月）にかけ
て、母親の体調不良などの理
由により家事を行うことが困難
で、家族からの援助も十分受
けられない場合に、市が委託
する事業者からヘルパーを自
宅に派遣し、家事の援助を行
います。

令和2年度：支援を必要としている家庭（実9
件［前年度比：300.0％］）に対して、延43時間
支援を実施。
（前年度：支援を必要としている家庭（実3
件）に対して、延13時間支援を実施）

4

令和2年4月からの利用料金
改定や減免対象の拡大した
ことにより、利用者の増加に
繋げることができたため。

親子（母子）手帳交付時に産前
産後ヘルパー事業について情報
提供し、必要な家庭が利用でき
るよう周知している。

引き続き、親子（母子）手帳交付
時に周知を図っていく。

子育て世代包括支
援センター

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標４ 親子が心身健やかに育み合うことを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策２ 産後の支援の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

母乳相談　106件
（前年度比：83.5％、前年度実績：127件）
児童館巡回育児相談　390件
（前年度比：71.7％、前年度実績：544件）

2

コロナ禍において、年度当初
から相談希望者減少したこと
や児童館の休館等相談の実
施体制に制限があったことに
より、実績が減少したため。

コロナ禍において、感染不安か
ら外出を制限するなどして、孤立
した状態で子育てしている家庭
が増えていることが考えられる。

新型コロナウイルスの影響は、次
年度も継続することが考えられる
ことから、相談の希望が減少する
ことが考えられるが、万全の感染
予防対策を継続しながら支援を
継続していく。

子育て世代包括支
援センター

乳幼児発達相談・運動発達相談や育児相
談、育児相談専用電話「こまねっと」等を通
じて、育児に関する相談を行い、育児不安
の軽減を図った。（発達相談233件、運動発
達相談35件、電話相談128件、合計：396件
［前年度比：82.0％、前年度実績：483件］）

3

子育て世代包括支援セン
ターと保健センターで情報を
密に共有し、妊娠期から継続
的な支援が実施されている。

発達相談、運動発達相談につい
ては、新型コロナウイルス感染
拡大防止のため乳幼児健診を
中止していたこともあり、昨年度
より減少している。電話相談につ
いては、育児相談専用電話「こ
まねっと」の件数は減少したが、
保健センターへの一般電話相談
は増加している。

児の発達確認やかかわり方の指
導、不安の傾聴を行い、今後の
児の発達促進、父母の不安軽減
へとつながるよう支援していきま
す。

保健センター

2 産後ケア事業

産後、母親の体調不良や育児
不安があり家族から十分な援
助が受けられない産後４ヶ月
未満の母親とその乳児を対象
に、市と契約している産婦人
科医療機関等で、心身のケア
や育児サポートなどきめ細や
かな支援を実施します。

令和2年度実績
　ショートステイ　実18組　延83日
　デイケア　実1組、延1日
＜参考＞
令和元年度実績
　ショートステイ　実28組　延148日

2

コロナ禍において、特に年度
当初に産後ケア事業の希望
者が減少したことにより、実
績が減少したため。

コロナ禍において、里帰りできな
かったり、産後に家族の支援が
十分に得られないケースが増え
ていることが考えられる。

新型コロナウイルスの影響は、次
年度も継続することが考えられる
ことから、産後ケア事業希望の減
少が見込まれるが、万全の感染
予防対策を継続しながら支援を
継続していく。

子育て世代包括支
援センター

3 乳児家庭全戸訪問事業

育児をスタートしたばかりの不
安の大きい時期に保健連絡
員等が訪問し、親子の成長を
見守るとともに、必要な家庭に
対し専門的、継続的支援につ
なげます。

対象988人（うち外国人97人）中、823人［前
年度比：89.5％、前年度実績：920人］（うち外
国人61人）に訪問を実施。そのうち、継続支
援につながったケース47人。

3

新型コロナウイルス感染拡
大防止による二度の緊急事
態宣言の影響で訪問実施件
数が減少した。R元年度の訪
問実施者/対象者数の割合
83.9%に対しＲ2年度の訪問実
施者/対象者者数の割合は
83.3%と大きな減少は見られ
なかった。

一度目の緊急事態宣言中は訪
問を中止し、二度目の期間中
は、電話や玄関先での距離をあ
けての実施を推奨して継続し
た。訪問数の減少はあったが、
コロナ禍で他の活動が自粛にな
る中、保健連絡員からの意見や
声が多かった事業であり、訪問
する側、される側双方が安全・安
心できるような訪問となるよう今
後も実施方法について適宜検討
し対応が必要。

引き続き新型コロナウイルス感染
拡大防止対策を行いながら、安
心安全な事業の継続に努める。
コロナ禍でも地域の親子が孤立
しないよう見守り、支援につなげ
る地域づくりを意識した保健連絡
員への働きかけは継続して行っ
ていく。

保健センター

1 育児相談

発達相談・運動発達相談や、
母乳相談、児童館で開催する
育児相談、育児相談専用電話
「こまねっと」等を通じて育児
に関する相談を行い、育児不
安の軽減を図ります。

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標４ 親子が心身健やかに育み合うことを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課



1　施策の展開

施策２ 産後の支援の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標４ 親子が心身健やかに育み合うことを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

4 養育支援訪問事業
育児支援が必要な方を対象
に助産師が訪問し、継続的な
支援を進めます。

訪問世帯数：479件
（前年度比：81.3％、前年度実績：589件） 2

コロナ禍において、年度当初
は訪問希望が減少したこと
や感染予防対策に係る衛生
用品不足により訪問の実施
体制が取れなかったことによ
り、昨年度の実績よりも減少
したた。

コロナ禍において、感染不安か
ら外出を制限するなどして、孤立
した状態で子育てしている家庭
が増えていることが考えられる。

新型コロナウイルスの影響は、次
年度も継続することが考えられる
ことから、訪問希望の減少が見
込まれるが、万全の感染予防対
策を継続しながら支援を継続して
いく。

子育て世代包括支
援センター

5
保健師・栄養士・歯科衛生
士による訪問

育児不安の軽減を図るために
訪問し、必要な支援を実施し
ます。

育児不安の軽減を図るために訪問し、必要
な支援を実施した。（延べ659件［前年度比：
117.9％、前年度実績：559件］：妊婦34件、乳
児164件、幼児254件、母親他207件に対して
訪問にて保健指導を実施）

3

妊娠期からの切れ目のない
支援を目指し、地区担当保
健師による家庭訪問を実施
している。

新型コロナウイルスにより、個別
での対応件数が増えており訪問
数は増加している。

訪問が必要な親子に対し地区担
当保健師を始め、必要に応じて
栄養士等が家庭訪問を実施して
いる。他機関とも情報共有を行い
切れ目ない支援を図る。

保健センター

6
乳幼児健康診査・歯科健
康診査

ほぼ全員の親子と会うことが
できる健康診査において、疾
病の早期発見のみならず乳
幼児の心と体の成長・発達を
保護者と確認するとともに、育
児支援に視点をおいた健康診
査を進めます。

乳幼児健診時では乳幼児の成長発達を保
護者と確認し、育児支援の視点を重視した
健康診査を実施した。（4か月児健診44回、1
歳6か月児健診36回、2歳3か月児歯科健診
22回、3歳児健診36回実施）

3

ほぼ全員の対象と会うことの
できる健診の機会に疾病の
早期発見・治療だけでなく、
育児支援も重視した健診を
実施した。

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、4月5月の健診を中止
したことから実施回数が少なく
なっている。

引き続き、育児支援を重視した健
康診査を継続していきます。

保健センター

7 母親歯科健康診査

産後、口腔内環境が悪化しや
すい母親に対し、歯科疾患の
早期発見、早期治療を図ると
ともに、子どもへの感染予防
を図るため、母親を対象とした
歯科健診を行います。

口腔内環境が悪化しやすい産婦の歯科疾
患の予防及び歯科疾患の早期発見・早期予
防を目的として、４か月児健診にあわせ保護
者の歯科健診を実施し、個々の結果に応じ
て個別指導を実施し、行動変容を促した。
（年間43回実施）

保健センター



1　施策の展開

施策２ 産後の支援の充実

　※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小

No 取組み 内容 実績（R2年度）
評
価

基本目標４ 親子が心身健やかに育み合うことを支援します

評価理由 現状分析、課題 取組内容（次年度）
委員から
の意見 担当課

8 予防接種

適切な時期に予防接種ができ
るように個別通知を行い、感
染の恐れのある疾病の罹患
予防及び蔓延の予防を図りま
す。

適切な時期に予防接種ができるよう予診票
を送付して支援に努めた。健診等で来所し
た際に接種歴を確認し、未接種者に対し指
導と助言を行った。BCG109.4%、麻しん風し
ん混合第１期99.1%、麻しん風しん混合第２
期94.2%（※母数は厚生労働省が予防接種
の統計を行う時に用いている「標準的な接
種年齢期間の総人口（各年１０月１日現在）
から求め、これを１２ヶ月相当人口に推計す
る」という考えに則っています。2年度（2年4
月から3年3月）に定期予防接種を実施した
人数 ÷ 標準的な接種年齢期間の総人口)

前年度実績：BCG89.2%、麻しん風しん混合
第１期98.2%、麻しん風しん混合第２期92.5%

保健センター

9 アニバーサリー事業

「アニバーサリー事業」として、
子育て世代包括支援センター
及び市内児童館において１歳
のお誕生日の節目に絵本等
をプレゼントし、その機会に情
報提供や育児相談を行い、必
要に応じて関係機関と連携し
て継続支援します。

令和2年度実績　835件
（前年度比：109.2％、前年度実績：765件） 4

コロナ禍において、年度当初
は来所者数が少なかった
が、今年度から、未来所者に
再通知を送付するようになっ
たこと、また少しずつ事業の
周知がされてきたことによ
り、来所者数が増加したた
め。

コロナ禍において、感染不安か
ら外出を制限するなどして、孤立
した状態で子育てしている家庭
が増えていることが考えられる。

新型コロナウイルスの影響は、次
年度も継続することが考えられる
ことから、万全の感染予防対策を
継続しながら支援を継続してい
く。

子育て世代包括支
援センター

10 自己肯定感の醸成

「世界でかけがえのない　たっ
たひとつの大切な命」であるこ
とを自分自身が知り、ありのま
まの自分を受け入れ、いのち
を大切にできるよう、市内の小
中学校において「小牧市生と
性のカリキュラム」を推進する
とともに、地域や乳幼児を持
つ保護者にも働きかけます。

子どもの自己肯定感がどのように高められ
るかを分かりやすく説明した動画を配信し、
乳幼児を持つ親とそれを支える地域の人々
に伝えた。
　また、市内の小中学校において、「小牧市
生と性のカリキュラム＝小学校・中学校版
＝」を推進した。（動画配信のPRチラシを乳
幼児健診等で配布、出前講座、生と性のカ
リキュラム小・中・高校生1992人）

3
市内小・中・高等学校と連携
し、「いのちの授業」を実施し
ている。

令和２年度、小学校においては
感染症対策をとったうえで実施。
例年、学校公開日に合わせ実施
していたが、クラス単位での実施
に変更。保護者の参加を見合わ
せたため、受講者数が減少し
た。

引き続き、小・中・高等学校と連
携し実施していきます。また、小
学校２年時の保護者へのアプ
ローチ方法について検討実施し
ていきたい。

保健センター


